
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度 

事務事業（内部管理）一覧表 

別冊１ 資料３ 



性質区分 施策番号 事務事業 評価担当課 頁

0101
地域保健医療協議会 地域保健課 1

0201
地域医療連携事業 地域保健課 1

0401 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
策定

福祉管理課 1

障害者施策推進協議会運営 障害福祉課 2

地域自立支援協議会運営 障害福祉課 2

地域精神保健福祉連携会議 保健予防課 3

0602
次世代育成支援対策地域協議会運営 育成課 3

0802 運営協議会（地域包括支援センター事
業）

高齢者支援課 3

都市計画審議会委員報酬（都市計画審議
会の運営）

街づくり調整課 4

建物高さ規制に関する業務委託 街づくり調整課 4

1002
防災計画推進 防災課 4

1304(1301)
地球温暖化対策推進 環境課 5

1306
一般廃棄物処理基本計画推進

リサイクル清掃
課

5

1402
農業委員会運営 産業経済課 6

1601
男女平等推進審議会等運営 人権推進課 6

1801
文化財保護審議会 生涯学習課 6

1904
教育委員会運営 庶務課 7

2001
青少年問題協議会 地域教育課 7

2101
社会教育委員 生涯学習課 8

トップヒアリング事務 政策企画課 8

公共施設見直し推進 政策企画課 8

選挙管理委員会 選管事務局 9

0303
医務・薬事衛生管理システム運用 生活衛生課 10

気象観測情報システム等運用 防災課 10

水防関係 街づくり調整課 11

1003
普通救命講習会用教材購入 地域保健課 11

事務事業評価表（内部管理）一覧表　　目次

計画策定・会
議運営

内部管理

0501

0901

1002

(1)



性質区分 施策番号 事務事業 評価担当課 頁

事務事業評価表（内部管理）一覧表　　目次

1004
自動体外式除細動器管理 地域保健課 12

1307
職員被服貸与（清掃事務所） 清掃事務所 12

教職員研修 指導室 12

教育研究奨励事業 指導室 13

教育情報提供 指導室 13

教育情報化推進 指導室 13

サポートチーム指導員派遣事業 指導室 14

教職員健康管理 指導室 14

学校教育モニター 指導室 15

学校等職員被服貸与 庶務課 15

学齢児童、生徒就学事務 学務課 15

一般校具・教材等管理（小学校） 学務課 16

一般校具・教材等管理（中学校） 学務課 16

小学校運営事業 学務課 16

中学校運営事業 学務課 17

組織整備 政策企画課 17

行政評価運営 政策企画課 17

予算事務 財政課 18

ＩＣＴ基盤管理運営 情報システム課 18

情報化推進システム管理運営 情報システム課 19

住民情報系システム管理運営 情報システム課 19

文書管理事務 総務課 20

文書交換事務 総務課 20

法務事務 総務課 20

車両管理（庁用自動車） 総務課 21

電話交換業務 総務課 21

内部管理

―

1901

1904

(2)



性質区分 施策番号 事務事業 評価担当課 頁

事務事業評価表（内部管理）一覧表　　目次

個人情報保護・情報公開 総務課 22

定数管理事務 人事課 22

職員任用事務 人事課 23

非常勤職員・臨時職員事務 人事課 23

職員表彰 人事課 24

職員互助会助成 人事課 24

職員福利厚生事業 人事課 25

給与支給管理事務 人事課 25

職員採用事務 人材育成課 26

研修（職員研修） 人材育成課 26

職員健康管理 人材育成課 27

職員被服貸与 人材育成課 27

災害補償事務 人材育成課 28

契約事務 契約管財課 28

財産管理 契約管財課 29

用地管理事務（公社事業） 契約管財課 29

区有建築物の保全 営繕課 29

区有建築物工事に関する技術管理 営繕課 30

福祉総合窓口受付業務委託 高齢者支援課 30

児童手当窓口受付業務等委託 子育て支援課 31

地理情報システム運用 道路管理課 31

用地取得事務（公社事業） 道路建設課 32

会計管理事務
会計管理課（財
政課）

32

物品管理事務 会計管理課 33

金銭出納保管事務 会計管理課 33

監査委員 監査事務局 34

―　内部管理
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性質区分 施策番号 事務事業 評価担当課 頁

事務事業評価表（内部管理）一覧表　　目次

衛生統計調査事務 地域保健課 35

国民健康・栄養調査 健康推進課 35

0403
介護認定調査 介護保険課 36

0905
建築に関する動態統計 建築課 36

0905
建築物実態調査 建築課 37

大気汚染監視測定 環境課 37

交通騒音・振動調査委託 環境課 38

水質汚濁監視測定委託 環境課 38

1901
確かな学力の定着度調査委託 指導室 38

―
統計調査 政策企画課 39

0103
健康手帳 健康推進課 40

0304
狂犬病予防事業 生活衛生課 40

0501
身障者手帳交付・相談事務 障害福祉課 41

建築関係諸証明事務 建築課 41

住居表示事業 建築課 42

道路境界関係証明等事務 道路管理課 42

道路台帳補正委託 道路管理課 43

夜間・休日窓口受付業務 総務課 43

税証明発行事務 税務課 44

戸籍事務 戸籍住民課 44

印鑑登録事務 戸籍住民課 44

住民基本台帳記録事務 戸籍住民課 45

区民事務所管理運営 戸籍住民課 45

一般事務（国民健康保険） 国保年金課 46

一般事務（後期高齢者医療事業） 国保年金課 46

0403
一般事務（介護保険） 介護保険課 47

台帳管理・交
付

―

調査

賦課・徴収 0203

0101

1303

0905

1101

(4)



性質区分 施策番号 事務事業 評価担当課 頁

事務事業評価表（内部管理）一覧表　　目次

1307
有料ごみ処理券販売 清掃事務所 47

債権管理事務 収納対策課 48

滞納整理事務 収納対策課 48

賦課（都民税・特別区民税、軽自動車
税、特別区たばこ税、入湯税）

税務課 49

徴収（都民税・特別区民税、軽自動車
税、特別区たばこ税、入湯税）

税務課 49

賦課・徴収

―

(5)



性質区分【計画策定・会議運営】

人

4

・第５期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
の策定。
・第４期高齢者保健福祉計画（平成２１年度～２３
年度）の推進、進行管理及び事業間の調整。
・高齢者実態調査、ひとりぐらし高齢者実態調査
実施

0 0.00 ― ― ―

0.40

0 320 870,000

会議開催回数(回） 6

8

高齢者保健福祉計画・介護
保険事業計画策定

福祉管理課

Ｈ２４ 0 3,160 3,480 0 3,160

3,160

9

区民が症状に応じた医療を地域で適切に受ける
ことができるよう、区民が受診する医療機関の機
能に応じた切れ目のない医療連携について検討
するための協議会等の運営 ― ― ―

12,640 1.60

0 128Ｈ２４

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

1,430,778

会議開催回数(回）

― ― ―

地域医療連携事業 地域保健課

0 0.00

0 0.00

Ｈ２４

0.10

530,000

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

会議開催回数(回） 2 2

Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

地域保健医療協議会 地域保健課

0 80保健医療問題や望ましい地域医療、地域保健の
あり方などについて協議し、具体的施策に反映さ
せるための協議会の運営

190

790

0 980 1,060 790

12,64012,877 1090 12,749

1



性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

156,000

会議開催回数(回) 6 6
障害者施策推進計画の進捗状況を確認する「障
害者施策推進協議会」が、地域自立支援協議会
の役割も併せ持つが、内容が専門的なため、部
会を設置し、その中で協議をすることとした。
　部会は、身体・知的障害者就労及び相談支援部
会と精神障害者就労及び相談支援部会の２つが
あり、精神障害者の部会は保健所保健予防課が
設置をしている。
　身体・知的障害者の部会は、平成１９年１０月に
設置された。区内通所施設代表者５名、区職員７
名で構成され、現在は年６回開催されている。

0 0.00 ― ― ―

66 790

790 0.10

0 80

地域自立支援協議会運営 障害福祉課

Ｈ２４ 0 856 936

1,990,500

会議開催回数(回) 6 2

平成24年３月に策定した「障害者施策推進計画」
（平成25～29年度）を推進するため、「障害者施策
推進協議会」を設置している。協議会では、計画
の重点的な取組を中心に計画の進捗状況を確認
する。なお、協議会は、12名の障害者関係団体・
事業者を代表する者と8名の区職員で構成されて
おり、年間２回開催する。
　本協議会は、障害者自立支援法の地域自立支
援協議会の機能も併せ持っている。

0 0.00 ― ― ―

66 3,555

3,555 0.45

0 360

障害者施策推進協議会運
営

障害福祉課

Ｈ２４ 0 3,621 3,981

2



性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

116,232,500

地域包括支援センター
運営協議会開催（回）

4 4

　高齢者総合相談センター（地域包括支援セン
ター：以下「センター」という。）の運営について、公
正性、中立性を確保するため、学識経験者、区民
代表、サービス提供者等からなる運営協議会を設
置。

0 0.00 ― ― ―

461,605 2,765.00

2,765 0.35

280 280

運営協議会（地域包括支援
センター事業）

高齢者支援課

Ｈ２４ 0 464,650 464,930

1,861,000

会議開催回数(回） 1 1

次世代育成支援対策推進法の規定に基づき、 
飾区における次世代育成支援対策の推進に関し
必要となるべき措置について協議するため、同法
の次世代育成支援対策地域協議会として、 飾
区次世代育成支援推進協議会を設置

0 0.00 ― ―

121 1,580

1,580 0.20

0 160

次世代育成支援対策地域
協議会運営

育成課

Ｈ２４ 0 1,701 1,861

348,000

 飾区地域精神保健
福祉連携会議　開催
数（回）

0 1

区内の精神保健関係者を委員とし、会議を開催し
情報交換や精神保健福祉のあり方等を検討す
る。
平成23年度は、本会議の開催を見合わせ、会議
体の改善に向けた関係者の意見交換会を実施し
た。

0 0.00
社会復帰・生活支援事
業ネットワーク開催数

（回）
0 1

0 316

316 0.04

0 32

地域精神保健福祉連携会
議

保健予防課

Ｈ２４ 0 316 348

3



性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

3,656,429

会議開催数(回） 7 7
① 飾区防災会議
② 飾区防災会議地域防災計画見直し幹事会
③ 飾区防災会議大規模水害対策等検討委員
会（平成２２年度設置）
④ 飾区国民保護協議会

※①から④の会議を開催する。

0 0.00 ― ― ―

14,285 10,270

10,270 1.30

0 1,040

防災計画推進 防災課

Ｈ２４ 0 24,555 25,595

2,935,900

会議開催回数
（特別委員会等）（回）

18 10

　都市計画マスタープランに掲げる街づくりの実現
を図るため、良好な住環境の確保や秩序ある市
街地の形成、景観配慮の観点から土地利用の特
性に応じた建築物の高さのあり方について検討す
る。

0 0.00 ― ―

10,654 16,985

16,985 2.15

0 1,720

建物高さ規制に関する調査
委託

街づくり調整課

Ｈ２４ 0 27,639 29,359

3,460,333

会議開催回数
(都市計画審議会）
(回）

2 3

各課で作成した都市計画案等について、審議決
定するため都市計画審議会を開催運営する。

0 0.00 ― ―

811 8,690

8,690 1.10

0 880

都市計画審議会委員報酬
（都市計画審議会の運営）

街づくり調整課

Ｈ２４ 0 9,501 10,381

4



性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

2,781

計画概要版（リーフ
レット）配布数（部）

3,000 5,500

平成21年度事業開始（21・22年度は計画策定）。
平成23年4月に改定された、一般廃棄物処理基本
計画（第三次）に基づき、区民・事業者のごみ減量
に向けた具体的な行動を促進するための施策を
展開する。23年度は計画の目標や概要等をまと
めたリーフレットを作成。24年度は、計画の進行管
理のため、ごみの性状調査を実施した。

0 0.00 ― ― ―

3,115 11,060

11,060 1.40

0 1,120

一般廃棄物処理基本計画
推進

リサイクル清掃
課

Ｈ２４ 0 14,175 15,295

1,116,810

会議開催回数
(地域協議会、環境行動推
進本部 本部会、地球温暖
化対策実行計画策定委員
会、作業部会等）（回）

12 21
　地球温暖化対策地域協議会を運営し、区民・事
業者・区が連携して温暖化対策に取り組み、協働
で事業を実施する。
　また、区民・事業者・区が連携して温暖化対策に
取り組む行動指針となる「 飾区地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）」及び、区の事務事業に
おける温室効果ガス削減を図るための「 飾区地
球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定す
る。

0 0.00 ―

6,053 15,800

15,800 2.00

0 1,600

地球温暖化対策推進 環境課

Ｈ２４ 0 21,853 23,453
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性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

423,000

会議開催数（回） 6 6
昭和61年度設置
審議会は年６回開催、委員数６名
 飾区指定・登録文化財の候補物件や現葛飾区
指定・登録文化財の指定・登録の内容等の見直し
について、調査・審議し、教育委員会へ建議を行
う。また、教育委員会から諮問を受けた候補物件
について答申を行う。

0 0.00 ― ― ―

858 790

790 0.10

810 80

文化財保護審議会 生涯学習課

Ｈ２４ 0 2,458 2,538

793,000

男女平等推進審議会
の開催回数（回）

4 2

「 飾区男女平等推進条例」に基づき設置した
「男女平等推進審議会」で「男女平等推進計画」
の策定及び推進を審議するもの。 0 0.00

男女平等苦情調整委
員会開催回数（回）

0 0

281 1,185

1,185 0.15

0 120

男女平等推進審議会等運営 人権推進課

Ｈ２４ 0 1,466 1,586

750,250

委員会開催回数（回） 12 12

１　農業委員会の設置運営
２　農地法に基づく許可申請、届出の審議
３　租税特別措置法・地方税法に基づく証明書発
行等
４　農家台帳等の整備
５　東京都区内農業委員会協議会等の事務

0 0.00 ― ― ―

5,523 3,160

3,160 0.40

0 320

農業委員会運営 産業経済課

Ｈ２４ 620 8,063 9,003
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性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

2,030,000

会議開催数（件） 1 1
昭和３０年開始。
区長の附属機関として、区議会議員、学識経験
者、関係行政機関等で構成されている。
協議会は、青少年の指導育成、保護及び矯正等
に関する総合的施策の樹立について必要な重要
事項の調査・審議や、施策を実施するために必要
な関係行政機関相互の連絡調整を図ることを目
的に開催されている。
会長は区長で、年１回協議会を開催。学識経験者
のみ２年の任期があり、外部委員には７千円の委
員報酬を支払っている。また協議会前に、８人に
よる幹事会も開催している。

0 0.00 委員の出席率（％） 77.27 84.09

290 1,580

1,580 0.20

0 160

青少年問題協議会 地域教育課

Ｈ２４ 0 1,870 2,030

783,080

会議開催回数(回） 23 25

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基
づく教育委員会の権限に属する事務の管理・執行
が適切に行われようにするとともに、区民に教育
行政に関して広く関心を持ってもらう。 0 0.00

教育委員会会議以外
の行事等への出席件
数(件）

59 71

15,227 3,950

3,950 0.50

0 400

教育委員会運営 庶務課

Ｈ２４ 0 19,177 19,577
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性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

5,220,000

会議開催回数（回） 7 5

区の公共施設について、公共施設見直し推進計
画に基づいた総合的かつ戦略的な有効活用の推
進を図るため「公共施設活用推進委員会」を設置
し、個別の公共施設の有効活用に係る方針の策
定や総合調整を実施する。

0 0.00 ― ―

0 23,700

23,700 3.00

0 2,400

公共施設見直し推進 政策企画課

Ｈ２４ 0 23,700 26,100

0.00 ― ― ―

0.45

0 360

会議開催回数（回）

1,957,500

トップヒアリング事務 政策企画課

Ｈ２４ 0 3,555 3,915 0区長以下区幹部の的確かつ迅速な意思決定（トッ
プマネジメント）と庁内の全体調整を図るために、
事務事業を所管する各部管理職がプレゼンテー
ションを実施する。 0

3,555

3,555

451,111

0 0.00

580 3,160

会議開催数（回） 13 9

0 320

2 2

― ― ―

3,160 0.40

社会教育委員 生涯学習課

Ｈ２４ 0 3,740 4,060

社会教育に関し教育長を経て教育委員会に助言
するために社会教育法に基づき平成８年度に設
置。委員数８人（条例定数10人)、任期２年、主な
職務：①社会教育に関する答申や提言などを教
育委員会へ提出する。 ②社会教育関係団体に対
する補助金交付について意見を述べる。年間10
回程度の会議を開催し、協議を行う。
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性質区分【計画策定・会議運営】

人

活動指標（②）

事業内容
直接

事業費

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

調整額

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

指標名（単位）
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円） Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

Ｈ２３間接費

1,702,767

委員会開催数（回） 22 30

選挙人名簿の調製等、法令に基づく選挙管理事
務を適正に行う。このため、毎月25日の定例会の
ほか、臨時会を開催する。
・永久選挙人名簿の調製事務(3･6･9･12月の定時
及び選挙時)
・在外選挙人名簿の調製事務(毎月)
・農業委員会委員選挙人名簿、海区漁業調整委
員会委員選挙人名簿の調製事務(年1回)
・検察審査員及び裁判員候補者の予定者選定事
務(年1回)
・各種選挙執行計画の策定等(選挙時)

0 0.00

永久選挙人名簿登録
回数（在外選挙人名簿
登録回数を含む。）
（回）

16 22

13,673 33,970

33,970 4.30

0 3,440

選挙管理委員会 選管事務局

Ｈ２４ 131 47,512 51,083
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性質区分【内部管理】

人

10,752 11,709

許可証・監視票・各種報告・相談・苦情等の
事業情報を入力し、迅速・正確なOA処理に
より、出力情報を監視指導に活用する。 0 0.00 ― ― ―

2,160 0.30

0 200 433

システム利用回数(回）

Ｈ２４ 0 4,874 5,074 2,714 2,160

再雇用
千円

医務・薬事衛生管理システ
ム運用

生活衛生課

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

1,5805,392

310 0.00

3,652 0 160 1,797,333

雨量計局数（箇所） 3 3

31

1,580 0.20

民間気象情報観測
データー数（個）

気象観測情報システム等運
用

防災課

Ｈ２４ 0 5,232平成18年度開始。民間気象会社と気象情
報・観測情報に関する提供業務委託契約を
結び、本区内等の降雨や台風等の気象情報
や地震情報等を収集。
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

3,792,250

訓練実施回数（回） 4 4　台風や集中豪雨による河川の氾濫や内水氾濫
から、区民の生命･財産を守るため、気象庁の予
想雨量等の情報により、 飾区水防計画に基づく
各態勢を決定し、必要配備要員を召集し、迅速な
水防活動を行う。
　迅速な水防活動を行うため、消防署との合同水
防工法訓練 区職員による水防工法訓練 総合

6,469 7,900

7,900 1.00

0 800

水防関係 街づくり調整課

Ｈ２４ 0 14,369 15,169

8,186

普通救命講習会受講
者数(人）

60 59

職員に普通救命講習会を受講させることにより、
心肺蘇生法やＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法、止血方法などの救命技能を習得させる 0 0.00 ― ― ―

84 395

395 0.05

0 4

普通救命講習会用教材購
入

地域保健課

Ｈ２４ 0 479 483

防工法訓練、区職員による水防工法訓練、総合
防災訓練時の通信訓練、道路河川等の巡視訓練
を行う。
　また、都市型水害の軽減のため、総合な治水対
策の一環として、一定規模の開発や建築に対し、
雨水流出抑制施設の設置について指導を行う。

0 0.00 ― ― ―
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

21,117

購入件数（件） 101 239

心肺停止などの緊急時に対応するため区施設へ
のＡＥＤの設置、区のイベント等へのＡＥＤの貸出

0 0.00 ― ― ―

3,850 1,185

1,185 0.15

0 12

自動体外式除細動器管理 地域保健課

Ｈ２４ 0 5,035 5,047

7,129

対象職員数（人） 1,629 1,605

教職員の初任者研修・現職研修をはじめ、校長・
副校長などを対象にした学校経営に係る研修、ま
た、教科別の研修等を行う。 0 0.00 ― ― ―

9,180 2,054

2,054 0.26

0 208

教職員研修 指導室

Ｈ２４ 0 11,234 11,442

17,097

被服貸与数（件） 936 970

職員の労働安全衛生の確保を図る

0 0.00 保護具貸与数（件） 2,681 3,364

13,104 3,160

3,160 0.40

0 320

職員被服貸与（清掃事務
所）

清掃事務所

Ｈ２４ 0 16,264 16,584
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

5,481

対象職員数（人） 1,629 1,605

平成16年度開始。本区や各学校で直面する教育
課題について、先進的で実践的な研究を行い、課
題解決のための方法等をまとめ、区内の各学校
に情報提供して、指導の改善･充実を図る。 0 0.00 ― ― ―

6,361 2,212

2,212 0.28

0 224

教育研究奨励事業 指導室

Ｈ２４ 1,141 7,432 8,797

131,751

教職員数（人） 1,629 1,554

学校教育総合システムの構築を行い、教員1人1
台のＰＣ整備及び校内ＬＡＮの整備を実施。また、
構築したシステムを有効活用するため、校務シス
テムをサポートする支援員、一般的な機器やソフ
トウエアの使用方法等をサポートする学校ＩＣＴサ
ポート員の派遣を実施。

0 0.00 ― ― ―

203,523 1,106

1,106 0.14

0 112

教育情報化推進 指導室

Ｈ２４ 0 204,629 204,741

3,048

対象職員数（人） 1,629 1,605
①教育研修
基本研修の内の「初任者研修」、「2年次研修」等
をはじめ、コンピュータや理科等の実技を伴う研
修、学校教育相談研修の専門研修を中心に実施
する。
②教育情報提供
教育に関する図書、資料等を購入し、学校に貸出
等を行う。

0 0.00 ― ― ―

3,674 1,106

1,106 0.14

0 112

教育情報提供 指導室

Ｈ２４ 0 4,780 4,892
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

7,281

学校への派遣回数
（回）

427 384

いじめ、暴力行為、少年非行などの問題行動等に
適切に対応するため、指導員を派遣し、学校、関
係機関等が連携して児童・生徒に対応する。 0 0.00 ― ― ―

1,839 869

869 0.11

0 88

サポートチーム指導員派遣
事業

指導室

Ｈ２４ 0 2,708 2,796

16,122

対象職員数（人） 1,830 1,783
１　教職員の定期健康診断の法定検査項目及び
法定外検査項目を医療機関に委託して実施す
る。
(1)循環器系健診　第一次健診(主として法定内）
及び第二次健診(法定外）
(2)消化器系健診(法定外）第一次健診及び第二次
健診
(3)婦人科健診(法定外）
(4)VDT健診(法定外）
２　教職員の健康をより良好に管理するための安
全衛生委員会を開催する。

0 0.00 ― ― ―

27,701 948

948 0.12

0 96

教職員健康管理 指導室

Ｈ２４ 0 28,649 28,745
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

1,384

対象者数（学校評価実
施校在校生数）(人）

2,012 1,679

外部委員が学校を定期的に訪問・観察し、学校の
教育活動を評価し、その後、学校に改善のポイン
トや評価書を作成する。学校では、学校の改善に
役立てる。 0 0.00 ― ― ―

1,454 790

790 0.10

0 80

学校教育モニター 指導室

Ｈ２４ 0 2,244 2,324

4,414

次年度学齢到達児
童・生徒数（人）

6,809 6,983

翌年度学齢に達する児童に対し、毎年１０月に就
学前健康診断を実施する。また、就学義務の猶
予、免除等の指導相談を行う。学校選択は１０月
上旬に「希望調査票」を配付し、翌年１月までには
「就学通知書」を保護者に通知する。定員を超え
た場合は抽選を行う。指定校変更・区域外就学は
許可基準に該当する場合に変更を認める。

0 0.00 ― ― ―

3,147

貸与数（件） 5,056 3,302

貸与被服規程に基づき貸与品目や数量、期間を
定め、当該者に貸与する。作業職、調理職が対
象。夏季・冬季作業服等業務上必要なもの。 0 0.00 ― ― ―

8,652 1,580

1,580 0.20

0 160

学校等職員被服貸与 庶務課

Ｈ２４ 0 10,232 10,392

学齢児童、生徒就学事務 学務課

Ｈ２４ 0 28,824 30,824 9,074 19,750

19,750 2.50

0 2,000
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

16,878

区立小学校児童数
（人）

20,578 20,292
区立小学校児童の教育環境を適切なものとする
ため、小学校で必要とする学習教材・校具の購入
に必要な予算を令達する。学校では令達された予
算の範囲内で必要な教材等を購入、支出命令書
を学務課で審査後、会計管理課へ送付する。その
他、社会科副読本・卒業証書・出席簿などを一括
購入する。

0 0.00 ― ― ―

332,740 8,848

8,848 1.12

0 896

一般校具・教材等管理（小
学校）

学務課

Ｈ２４ 628 340,960 342,484

7,923

区立小学校児童数
（人）

20,578 20,292

各学校へコンピュータ教育のために必要な機器類
の設置、学校１１０番通報機器の保守等の委託、
不用品の処理などを行う。また、校外活動に用い
るバス借上げなどに必要な予算を学校へ令達し、
各学校において発注、支出命令書は学務課で審
査後、会計管理課へ送付する。

0 0.00 ― ― ―

155,720 4,740

4,740 0.60

0 320

小学校運営事業 学務課

Ｈ２４ 0 160,460 160,780

23,888

区立中学校児童数
（人）

9,110 9,044
区立中学校生徒の教育環境を適切なものとする
ため、中学校で必要とする学習教材・校具の購入
に必要な予算を令達する。学校では令達された予
算の範囲内で必要な教材等を購入、支出命令書
を学務課で審査後、会計管理課へ送付する。その
他、社会科副読本・卒業証書・出席簿などを一括
購入する。

0 0.00 ― ― ―

204,346 11,060

11,060 1.40

0 640

一般校具・教材等管理（中
学校）

学務課

Ｈ２４ 609 214,797 216,046

購入する。
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

14,121

区立中学校児童数
（人）

9,110 9,044

各学校へコンピュータ教育のために必要な機器類
の設置、学校１１０番通報機器の保守等の委託、
不用品の処理などを行う。また、校外活動に用い
るバス借上げなどに必要な予算を学校へ令達し、
各学校において発注、支出命令書は学務課で審
査後、会計管理課へ送付する。

0 0.00 ― ― ―

123,522 3,950

3,950 0.50

0 240

中学校運営事業 学務課

Ｈ２４ 0 127,472 127,712

30,993

評価対象事務事業数
（事業）

828 811
平成14年度開始。昨年度実施した事務事業につ
いて、成果及びコストの視点等から分析評価する
ことにより、事務事業の改善につなげ、次年度以
降の方向性を明らかにし、区民サービスの質の向
上を図るために実施する。
　また、区民で構成する行政評価委員会では、２
分科会に分かれ、区民の視点で評価し、区長へ
答申を行う。

0 0.00
行政評価委員会開催
回数（回）

15 15

3,706 19,434

19,434 2.46

27 1,968

行政評価事務 政策企画課

Ｈ２４ 0 23,167 25,135

23,200

組織整備に係るヒアリ
ング回数（対所管課
長）（回）

77 75

新たな行政課題への対応など、必要に応じて部・
課・係の新設・統合・廃止・名称変更を実施し、所
管する事務の見直す。必要に応じ、年度途中での
見直しも実施する。 0 0.00

組織（部・課）の数（組
織）

92 93

0 1,580

1,580 0.20

0 160

組織整備 政策企画課

Ｈ２４ 0 1,580 1,740
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

458,846,667

区民一人あたりの経
費（事務事業に要する
総コスト／4月1日現在
区内人口）（千円）

0.16 0.15

　予算編成説明会、新政策推進システムによる
トップヒアリング調整、各課予算要求ヒアリングを
行うことにより当初予算編成を行うとともに、必要
に応じて補正予算の編成を行う。また、流用・予備
費充用などの予算の執行管理を行う。

0 0.00 ― ― ―

967 61,620

61,620 7.80

0 6,240

予算事務 財政課

Ｈ２４ 0 62,587 68,827

97,091

ネットワーク利用者数
（人）

3,987 3,930

（１）ネットワーク及びネットワーク機器の管理、監
視及び保守
（２）内部情報系サーバ及び設備機器の管理、監
視及び保守
（３）ＩＴパソコン及びグループウエア、インターネッ
ト基盤の管理運営
（４）職員のＩＴリテラシー向上及びＩＴに関連する問
い合わせ窓口の設置及び運営
（５）ＩＴ基盤運用に関連する各種要領の制定

0 0.00 ― ― ―

356,774 22,515

22,515 2.85

0 2,280

ICT基盤管理運営
情報システム
課

Ｈ２４ 0 379,289 381,569
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

69,527

統合型行政システム
利用者数（人）

3,686 3,840

（１）統合型行政システム（予算、決算、契約、出納
ならびに行政評価を行うシステム）の管理運営
（２）インターネットを利用した各種申請、届出業務
の拡大 0 0.00 ― ― ―

229,575 33,970

33,970 4.30

0 3,440

情報化推進システム管理運
営

情報システム
課

Ｈ２４ 0 263,545 266,985

739,317

業務システム利用者
数（人）
※23年度の数値は、住民情
報系システム（住記照会及
び住民記録システム）の登
録者数（追加、削除含む）で
ある。24年度の数値は23年
度の数値から削除者数を差
し引き、適正な値とした。

2,467 1,026
（１）共通ＤＢと連携している各課業務システムの
運用
（２）機器類の監視や、障害発生時の原因追求、
障害除去によるシステムの安定運用
（３）システム処理内容、入退室情報及びネット
ワーク状態の記録によるセキュリティ稼働させる
ための機器類の保守

0 0.00 ― ― ―

694,159 58,460

58,460 7.40

0 5,920

住民情報系システム管理運
営

情報システム
課

Ｈ２４ 0 752,619 758,539
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

1,076

機密文書シュレッダー
処理量（kg）

53,460 49,870

・文書管理システムによる文書ファアイルの登録
処理等に関すること
・文書整理の調整に関すること
・文書書庫、機密文書のシュレッダー等の調整、
管理に関すこと
・郵便物の受領、発送等の取りまとめに関すること

3,920 1.40 郵便物発送件数（件） 3,264,296 3,345,272

35,662 17,158

13,238 2.42

0 816

文書管理事務 総務課

Ｈ２４ 0 52,820 53,636

405,101

条例、規則等の制定、
廃止、改正件数（件）

115 129

・条例、規則等の立案審査に関すること
・文書の審査に関すること
・区政執行上の法律相談に関すること
・審査請求、異議申立てに関すること
・訴訟に関すること
・公印管理に関すること

0 0.00
不服申立、訴訟等の
処理件数（件）

10 6

8,758 39,500

39,500 5.00

0 4,000

法務事務 総務課

Ｈ２４ 0 48,258 52,258

9,623

文書交換用車両運行
延べ台数（台）

1,464 1,458

・区内の出先職場、小中学校及び都庁等との文
書交換に関すること

1,120 0.40 ― ― ―

10,386 3,548

2,428 0.52

0 96

文書交換事務 総務課

Ｈ２４ 0 13,934 14,030
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

131,860

車両稼働率（％）
（年間の車両稼働時間
／年間の営業時間）×
100

50 50

貸出用庁用自動車の運用管理（効率的な配車を
行うため集中管理している）
○庁用車を使用しようとする職員からの申請書受
理
○庁用車の燃料費の支払い
○庁用車の車検整備手配、支払い

700 0.25 ― ― ―

5,893 700

0 0.00

0 0

車両管理（庁用自動車） 総務課

Ｈ２４ 0 6,593 6,593

70

代表電話着信件数 436,133 422,374

昭和37年開始。問い合わせ等に応じて、電話交換
手が迅速かつ適切に電話取次を行う。
○平成23年度までは６台の電話交換台を利用し
て、7人(正規職員3名、派遣職員4名)がローテー
ションを組んで実施していた。
○平成23年３月から委託事業となった。
○電話交換業務は主管課への取り次ぎを業務と
し、お問い合せ対応は原則行わない。

0 0.00 ― ― ―

28,747 790

790 0.10

0 80

電話交換業務 総務課

Ｈ２４ 0 29,537 29,617
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

139,037

情報公開請求件数
(件)

276 135・区政情報コーナーの運営に関すること
　①区政資料の収集及び閲覧等に関すること
　②情報公開に関する受付、連絡調整及び費用
　　の徴収に関すること
・情報公開運営委員会の運営に関すること
・情報公開審査会の運営に関すること
・区が保有する個人情報の適正な管理に関するこ

1,201 16,073

15,513 2.07

0 1,496

個人情報保護・情報公開 総務課

Ｈ２４ 1,624 15,650 18,770

5,835

職員数（人） 3,042 2,982

ＩＴ化への対応、民営化、民間委託、指定管理者の
活用、ＮＰＯ等の活用など、区民サービス（区民満
足度）の向上を図る観点から、事務事業及びその
執行方法を絶えず見直し、民間活力を最大限に
活用した簡素で効率的な行政サービスの提供体
制を推進する。事務事業の遂行に要する適正な
人員数を査定することにより、事務事業ごとに過
不足ない適正な人員配置を行う。

0 0.00 職員削減数（人） 48 60

0 15,800

15,800 2.00

0 1,600

定数管理事務 人事課

Ｈ２４ 0 15,800 17,400

・区が保有する個人情報の適正な管理に関するこ
と
・個人情報保護委員会の運営に関すること
・個人情報審査会の運営に関すること
※Ｈ24年度経費は、個人情報保護と情報公開の
経費を合算したもの。
※Ｈ24年度情報公開請求件数の減は、食品営業
許可を情報提供に切り替えたことによる。

560 0.20
個人情報保護委員会
諮問件数

14 37
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

12,738

人事異動者数（人） 951 912
【①人事異動事務】人事異動実施要綱により希望
者を募り、各所属長とヒアリングを行った上で異動
者を決定。４月１日付で配置換を行う。なお、欠過
員が生じた場合、特別の事情がある場合には、年
度途中にも配置換を行う。【②退職事務】定年退
職者には年度末の退職発令式で退職発令通知書
を交付 普通 勧奨退職者には 個別に同通知書

1,177 9,480

9,480 1.20

0 960

職員任用事務 人事課

Ｈ２４ 0 10,657 11,617

30

非正規職員の総労働
時間（時間）

193,571 263,068
各職員の雇用管理事務
①非常勤職員（嘱託員）：退職者（普通退職を除
く）を対象に採用選考を行い、年度当初適材適所
に配置する。なお、当該職員が満６５歳となった年
度の年度末に、雇用期間満了となる。
②臨時職員：原則として、各主管課からの申請
（産休・育休取得中の職員代替等）に対し、事前に
雇用登録していた臨時職員を配置する。
③労働者派遣：臨時職員の例外として、各主管課
からの申請に対し、人材派遣会社と派遣契約を締
結し配置する。

0 0.00 ― ― ―

0 7,110

7,110 0.90

0 720

非常勤職員・臨時職員事務 人事課

Ｈ２４ 0 7,110 7,830

を交付。普通・勧奨退職者には、個別に同通知書
を交付。【③昇任選考事務】○主任主事（短期・長
期Ａ・長期Ｂ）：筆記考査（短期のみ）、勤務評定○
技能系：筆記考査、面接、勤務評定○係長（短期・
長期）：筆記考査（短期のみ）、面接、勤務評定

0 0.00 退職者数(人) 157 180
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

26,517

表彰対象者数(長期勤
続・特別功労）（人）

123 143昭和57年度事業開始　（１）特別功労表彰　　１公
務中災害にあった者がこれを原因に退職する場
合　２幹部職員が 飾区を退職する場合　（２）職
域研究発明功労者表彰　職務に関し有益な研究
又は発明をした者　（３）長期勤続退職表彰　１公
務従事歴継続20年以上の者が退職する場合　２
勧奨 定年により退職する場合 （４）善行 功労表

2,922 790

790 0.10

0 80

職員表彰 人事課

Ｈ２４ 0 3,712 3,792

13,083

「えらべる倶楽部」利
用実績（人）

2,934 3,257
昭和25年度事業開始。
会員から徴収する会費と区からの交付金により、
会員の福利厚生事業を行う。
＜主な事業＞カフェテリア事業、文化体育団体助
成、職員体育大会助成、退職準備セミナー、貸付
事業、災害見舞事業、福利厚生受託会社によるラ
イフサポート事業

0 0.00
宿泊補助利用人数
（人）

8,917 9,190

40,000 2,370

2,370 0.30

0 240

職員互助会助成 人事課

Ｈ２４ 0 42,370 42,610

勧奨・定年により退職する場合 （４）善行・功労表
彰　卓越した善行又は功労により他の模範となる
者　（５）職員提案制度表彰　区の事務事業の創
設、改善、改革等に関し提案をし、区民サービス
の向上又は区政の課題解決が期待される優秀な
ものとして採用された者

0 0.00 ― ― ―
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

42

食堂給食数（食） 114,274 111,230

・共済組合、互助組合等関係機関と連携を深める
ともに互助会制度の充実を図りながら、職員がリ
フレッシュできるよう選択肢の充実に努める
・休憩時間等において、職員がリフレッシュできる
よう食堂等の整備を図る

0 0.00 ― ― ―

4,272 395

395 0.05

0 40

職員福利厚生事業 人事課

Ｈ２４ 0 4,667 4,707

3,967,933

給与等支給回数（回） 15 15
（１）各職員のデータを取りまとめ、毎月の給与計
算を行うもの　（２）期末・勤勉手当・・・6月・12月・3
月の期末・勤勉手当の計算を行うもの（３）昇
給・・・各職員の昇任選考等の結果に基づき、その
結果を給与データに反映させるもの（４）諸手当認
定・・・扶養・住居・通勤手当等について、職員から
の届出内容を給与計算に反映させるもの（５）所
得税・住民税・・・所得税法・地方税法に基づき、
給与からの控除、納付、報告を行うもの（６）旅
費・・・「職員の旅費に関する条例」に基づく、旅費
支給のための運用管理を行うもの

0 0.00 ― ― ―

13,409 41,870

41,870 5.30

0 4,240

給与支給管理事務 人事課

Ｈ２４ 0 55,279 59,519
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

133,500

職員採用数（任期付を
除く）（人）

67 114１　職員採用試験・選考
①特別区人事委員会で実施する職員採用試験・
選考の最終合格者に対し、区で面接を行い採用
する。
②特別区人事委員会から委任され、区で選考を
実施する職種の職員を採用する。（例：保育士、栄
養士 看護師 等）

2,169 11,850

11,850 1.50

0 1,200

職員採用事務 人材育成課

Ｈ２４ 0 14,019 15,219

10,921

 飾区職員研修受講
者延人数（人）

3,154 2,452

 飾区研修の実施、特別区共同研修の取りまと
め、民間研修機関への派遣、職場研修及び自己
啓発への支援を行う。区研修では年間計画に基
づき担当者が企画立案、カリキュラムや講師の選
定を行い実施する。

0 0.00
特別区職員研修受講
者延人数（人）

742 659

8,646 15,800

15,800 2.00

732 1,600

研修（職員研修） 人材育成課

Ｈ２４ 0 25,178 26,778

養士、看護師　等）
２　採用説明会等
①特別区合同・江東ブロック採用説明会に参加
し、 飾区への希望者増を図る。
②採用パンフレットの作成、区ＨＰでの職員採用
情報等の掲示

0 0.00
採用説明会来場者数
（特別区合同、江東ブ
ロック）（人）

380 411
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

7,842

年間受診者延人数（消
化器系、婦人、清掃総
合等含む）（人）

9,759 9,730

　職員の健康管理及び疾病早期発見のため、法
定及び法定外（消化器系、婦人、ＶＤＴ等）の健康
診断を健診機関に委託して実施。一定の症状を
有する職員には、産業医による健康指導を実施。 0 0.00

健康相談受診人数
（人）

25 33

67,602 7,900

7,900 1.00

0 800

職員健康管理 人材育成課

Ｈ２４ 0 75,502 76,302

4,265

貸与数（個） 5,802 3,306

安全かつ衛生的に職務に従事させるため、職務
内容に合った被服や靴の貸与を行う。 飾区職
員被服貸与規程に定められた貸与品目・数量・期
間で該当者に貸与している。 0 0.00 ― ― ―

11,491 2,370

2,370 0.30

0 240

職員被服貸与 人材育成課

Ｈ２４ 0 13,861 14,101
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

1,017,000

発生件数（件） 63 48
公務・通勤災害の認定について、常勤職員は『地
方公務員災害補償基金東京都支部』、非常勤職
員は、勤務時間数に応じ『特別区人事・厚生事務
組合』又は『労働基準監督署』が行っている。主な
補償事務は以下のとおり。
①負傷又は疾病にかかった場合、療養に必要な

44,466 3,950

3,950 0.50

0 400

災害補償事務 人材育成課

Ｈ２４ 0 48,416 48,816

49,464

契約件数（件） 1,655 1,464

区事業を円滑に推進するため、業務を遂行できる
事業者を公正に競争させて、区にとって最も有利
な条件を提示した事業者と契約し、その契約内容
を確実に履行させる。 0 0.00 検査件数（件） 678 611

1,398 65,070

65,070 9.30

108 5,840

契約事務 契約管財課

Ｈ２４ 0 66,576 72,416

①負傷又は疾病にかかった場合、療養に必要な
医療費用を支給する。
②勤務できない場合で給料が支給されないとき
に、休業補償を行う。
③障害が残った場合、傷病保障年金や障害保障
（一時金）を行う。

0 0.00 ― ― ―
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

128

土地の管理面積（㎡） 1,716,634 1,730,218

区有財産を適正管理するとともに、有効活用す
る。

0 0.00 建物の管理面積（㎡） 817,157 818,762

202,483 17,775

17,775 2.25

0 1,800

財産管理 契約管財課

Ｈ２４ 0 220,258 222,058

155,702

定期点検実施数（件） 149 178

施設情報管理システムのデータ更新
建築物定期点検の実施
施設管理者に対する維持管理のための情報提供 0 0.00

施設情報管理システ
ムデータ更新数（件）

464 554

0 22,831

22,831 2.89

2,572 2,312

区有建築物の保全 営繕課

Ｈ２４ 0 25,403 27,715

844

管理している面積（㎡） 53,044 38,003

公社用地を適正管理するとともに、事業目的に供
するまでの間、有効活用する。

0 0.00
管理柵設置件数（箇
所）

23 30

19,458 11,455

11,455 1.45

0 1,160

用地管理事務（公社事業） 契約管財課

Ｈ２４ 0 30,913 32,073
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

1,092,333

工事に関する技術基
準仕様作成数（件）

10 9

良質な区有建築物とするための建設、改修、修繕
工事における安全や品質の確保及びコスト管理

0 0.00 ― ― ―

0 8,927

8,927 1.13

0 904

区有建築物工事に関する技
術管理

営繕課

Ｈ２４ 0 8,927 9,831

120

来庁者の案内件数
（福祉総合窓口）

55,080 59,922

　福祉総合窓口は、「迷わない」、「動かない」、「待たな
い」窓口の実現を基本コンセプトに23年1月から開始し
た。
　24年度から、基本コンセプトのうち「迷わない」、「待た
ない」という部分（来庁者への案内と担当職員への連絡
業務）を委託し、窓口の職員体制を強化することで、一
層の窓口サービスの充実を図った。

0 0.00
来庁者の案内件数
（福祉総合窓口以外）

11,109 8,138

6,329 790

790 0.10

0 80

福祉総合窓口受付業務委
託

高齢者支援課

Ｈ２４ 0 7,119 7,199
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

1,642

窓口受付数（人）
窓口分

4,503 7,622
・保育園及び学童保育クラブの入所・入会業務
・私立保育園運営費請求内容の確認
・保育園保育料及び学童保育クラブ使用料システ
ム入力（口座振替情報の入力等）
・子育て支援フロア案内業務
※以下は平成25年度から実施

9,902 2,370

2,370 0.30

0 240

児童手当係窓口受付業務
等委託

子育て支援課

Ｈ２４ 0 12,272 12,512

45,805,656

地理情報システムソフ
トウェアの利用者数
（インストール台数）
（台）

237 282
（１）地理情報システムソフトウェアにより、区が保
有する紙地図や紙図面を電子化し、長期保存を
可能にする。
（２）電子化した地図情報等を区職員が円滑に利
用できるようにするため、ソフトウェアや機器の保
守、地図データの更新等、地理情報システムの管
理・運営を行う。
（３）電子化された地図情報はかつしか電子まっぷ
や窓口支援システムにより、区民等への公開が可
能になる。

0 0.00 ― ― ―

12,912,840 3,555

3,555 0.45

0 800

地理情報システム運用 道路管理課

Ｈ２４ 0 12,916,395 12,917,195

※以下は平成25年度から実施
・児童手当、児童育成手当、児童扶養手当、特別
児童扶養手当、子ども・ひとり親医療費助成等の
申請、説明、医療証発行等の窓口受付業務
（H25.6月から開始）
・各手当等の現況届処理業務
・受付後の事務処理の補助

0 0.00
窓口受付数（人）
フロアマネージャー分

8,639 15,344
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

390,890

用地交渉件数（回） 310 282

 飾区からの依頼に基づき、公共用地を取得する
ために、地権者との交渉、譲渡所得に係る税務署
との協議、土地価格の評価、物件移転補償金の
算定、その他権利者との調整、売買に係る契約の
締結、所有権移転に係る嘱託登記などの手続き
を行う。

0 0.00 ― ―

0 97,012

97,012 12.28

3,395 9,824

用地取得事務（公社事業） 道路建設課

Ｈ２４ 0 100,407 110,231

288

支出命令等審査件数
（件）

244,897 256,362支払要件の確認、決算調製及び会計事務の指導
統括に関する事務
1.区に債権を有する者に対する支出命令等の審
査（常時）～区長に対する牽制機関として審査権
に基づき、法令又は契約等に違反していないかを
内容審査する。
2.支出負担行為の確認～法令等に違反していな
いか債務の確定を確認する。
3.区職員に対する会計指導（随時）～正確な取扱
と正当な根拠を要し収支の手続、決算等会計事
務全般に亘り正確性・統一性を図る。
4.決算調製～予算執行の実績を表示するため決
算を調製し区長へ提出する。
5.財務書類４表を作成し、自らの経営状況を客観
的に分析し、正確な財務情報の開示を行う。

0 0.00
決算調製事務処理数
（頁）

992 904

5,063 60,040

60,040 7.60

2,577 6,080

会計管理事務
会計管理課（財
政課）

Ｈ２４ 0 67,680 73,760
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

683

物品出納審査件数及
び不用品整理・処分事
務処理件数、庁用備
品管理件数（件）

30,932 16,967

物品の管理に関する指導統括事務
1.物品の出納、保管及び適正管理
2.職員用机、椅子等の庁用物品の調達・修理及び
再利用
3.不用品の売却及び廃棄物の処理
4.自転車、バイク等の貸出物品の管理

0 0.00
自転車・バイク集中管
理件数及び貸出物品
管理件数（件）

12,055 12,920

3,533 7,650

7,650 1.50

0 400

物品管理事務 会計管理課

Ｈ２４ 3,366 7,817 11,583

613

納入済通知書処理件
数及び各種支出事務
処理件数（件）

102,392 102,678

区に債権を有する者に対する支出事務と区へ納
付する必要のある者からの収納事務
1.支出事務（口座振替、納付書による払込み、窓
口による支払を行う。）
2.収納事務（納付書等の金額・主管課・予算科目
等を確認し収納する。）
3.現金保管事務（歳計現金は指定金融機関に預
託し、基金については債券運用及び指定金融機
関等に預託している。）

0 0.00 ― ― ―

37,507 23,450

23,450 3.50

0 2,000

金銭出納保管事務 会計管理課

Ｈ２４ 42 60,915 62,957
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性質区分【内部管理】

人
再雇用

千円

指標名（単位） Ｈ２４
千円 人直接

事業費

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

支出(千円)

調整額

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円)

事業内容

トータル
コスト
（①）

活動指標（②）

Ｈ２３間接費
特定
財源

一般
財源 職員

人件費

人件費

活動指標（③）

641,802

監査を実施した庁内
部課、出先職場、学校
数(箇所）

126 116
「区民との協働」には、区民の行政に対する信頼
が欠かせない。区民から信頼を得るための基本
は、区の事務事業が適正かつ効率的・効果的に
執行されていることである。そのため、区自らが自
浄作用を持って、たえず事務事業を見直し、正す
べきところは正していくことが必要である また そ

7,459 60,830

60,830 7.70

0 6,160

監査委員 監査事務局

Ｈ２４ 0 68,289 74,449
べきところは正していくことが必要である。また、そ
れらの状況について公表をし、区民に知ってもらう
ことはさらなる信頼につながる。このことを踏まえ
て監査事務を的確に実施していくことで、区政へ
の信頼性を高め、区民との協働に寄与していくこ
ととする。（定期監査、工事監査、財政援助団体等
監査、例月出納検査、決算審査等）

0 0.00
監査を実施した工事・
委託契約数（件）

98 93
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性質区分【調査】

人

71,528

延べ調査対象数（調査
実施数）(件）

19 53

　健康増進法により、国民の身体状況・栄養摂取
量及び生活習慣の状況を明らかにし、国民の健
康増進の総合的な推進を図るための基礎資料を
得るために実施する。任意に定めた11月中の1日
に、医師、管理栄養士、保健師等が、身体状況調
査、栄養摂取状況調査、生活習慣調査を行う。調
査世帯には、調査結果をもとに食生活改善のきっ
かけとする。

0 0.00 ― ― ―

448 3,039

3,039 0.39

0 304

国民健康・栄養調査 健康推進課

Ｈ２４ 451 3,036 3,791

505

延べ調査対象数（調査
件数）

23,618 11,886

国からの委託などに基づいた、人口動態調査等
の統計調査。
保健衛生行政推進の基礎資料となる。 0 0.00 ― ― ―

779 4,740

4,740 0.60

0 480

衛生統計調査事務 地域保健課

Ｈ２４ 781 4,738 5,999

Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位）

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源
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性質区分【調査】

人

Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位）

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

984

建築着工統計調査対
象数（件）

1,634 1,768

昭和２５年度開始
統計法の指定統計である「建築物着工統計調査」
のため、建築工事届により、建築着工・滅失の棟
数を集計し、毎月東京都へ報告する。
東京都より建築物動態調査費補助がある。

0 0.00 ― ― ―

0 1,580

1,580 0.20

0 160

建築に関する動態統計 建築課

Ｈ２４ 44 1,536 1,740

7,966

延べ調査対象数（介護
認定調査数）（件）

20,767 19,537

　平成１１年度より事業開始。
　支援及び介護が必要な被保険者が、介護保険
課、保健所、各保健センターなど区の窓口で、要
支援・要介護認定を申請する。
　申請を受け、区の職員又は区の委託を受けた居
宅介護支援事業者のケアマネジャーが、申請者
等と相談のうえ訪問日を決定し、申請者宅や入院
先の病院に訪問調査を行う。

3,700 1.00 ― ― ―

85,809 63,740

60,040 7.60

0 6,080

介護認定調査 介護保険課

Ｈ２４ 124 149,425 155,629
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性質区分【調査】

人

Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位）

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

323,410

延べ監視測定項目数
（件）

61 61
　区内４箇所に設置した測定局にて、区内の大気
汚染状況を把握し、大気汚染防止のための基礎
資料とするとともに監視測定結果は、環境白書、
報告書、ホームページ等を用いて公表する。ま
た、都が提供・発令する光化学スモッグ発令情報
をファクシミリ等で周知する。
 なお、23年度から東京電力福島第一原発の事故
により、区内33か所で空間放射線量定点測定を
開始した。

0 0.00 ― ― ―

13,268 5,900

5,900 0.80

0 560

大気汚染監視測定 環境課

Ｈ２４ 0 19,168 19,728

145,000

調査区数（調査区） 6 6
昭和３２年度開始
統計法に基づく一般統計調査。国勢調査区内（国
が指定）で、対象期間内に、新・増・改築工事、滅
失が行われたか否かを現地踏査による調査を行
う。
東京都より建築物実態調査委託金が交付され
る。

0 0.00 ― ― ―

0 790

790 0.10

0 80

建築物実態調査 建築課

Ｈ２４ 77 713 870
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性質区分【調査】

人

Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位）

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

1,004

調査対象数（件） 19,323 19,214

平成17年度より実施。学力の定着度を見る学力
調査と、家庭での学習習慣や生活習慣等の意識
調査を実施し、授業の改善や個に応じたきめ細や
かな指導に反映し、学力の向上を図る。 0 0.00 ― ― ―

18,426 790

790 0.10

0 80

確かな学力の定着度調査
委託

指導室

Ｈ２４ 0 19,216 19,296

31,587

延べ測定調査回数
（回）

46 46
　区内を流域とする河川の水質を監視するととも
に各河川の水質の概況を区民に公表するため、
河川ごとに調査地点を設け、継続して水質の測定
を行う。
　江戸川（ 飾大橋）、新中川（細田橋）、綾瀬川
（水戸橋、木根川橋）、水元小合溜（旧山王台公
園、水元大橋、内溜）の７箇所で測定し評価を行
う。

0 0.00 ― ― ―

583 790

790 0.10

0 80

水質汚濁監視測定委託 環境課

Ｈ２４ 0 1,373 1,453

99,382

延べ測定調査回数
（回）

68 68

　周辺地域の騒音・振動防止のための基礎資料
にするとともに交通騒音・振動の状況を区民に公
表するため、道路　幹線道路、首都高速道路沿道
等の２４地点での年１回の測定および鉄道の４地
点で年１回騒音・振動の測定を行う。また、自動車
騒音常時監視として６評価区間の道路状況、沿道
状況、騒音、交通量等を調査し面的評価を行う。

0 0.00 ― ― ―

4,148 2,370

2,370 0.30

0 240

交通騒音・振動調査 環境課

Ｈ２４ 0 6,518 6,758
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性質区分【調査】

人

Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位）

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

7,412,500

延べ調査対象数（件） 5 8

国・都・区の施策立案のための基礎データ収集業
務。統計法及び統計法施行令等に基づき、国勢
調査・経済センサス等の各種統計調査について、
 飾区に係る分を法定受託事務として実施する。
(調査区設定含）

0 0.00 ― ― ―

9,352 45,030

45,030 5.70

358 4,560

統計調査 政策企画課

Ｈ２４ 8,407 46,333 59,300
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性質区分【台帳管理・交付】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

健康手帳 健康推進課

Ｈ２４ 0 158 174 0 158

158 0.02

0 16 951

交付件数（冊） 98 183

【昭和58年度開始】Ａ4.64ページ、本人の健康記
録、健診の結果等を記入するほか、健康に関する
情報を掲載。40歳以上の希望者に窓口配布。健
診結果や健康の保持に必要な事項を手帳に記録
し、保管することにより、自らの健康管理や健診の
受診時などに役立っている。

0 0.00 ― ― ―

狂犬病予防事業 生活衛生課

Ｈ２４ 3,475 0 20,875 3,475 15,800

15,800 2.00

0 1,600 1,995

申請・処理件数（狂犬
病予防注射済票交付
件数）

10,086 10,465

畜犬登録申請・受付交付事務・狂犬病予防注射
済交付事務・動物に関する苦情・相談事務。

0 0.00 ― ― ―
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性質区分【台帳管理・交付】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

2,866

交付件数（建築確認台
帳記載事項証明書)
（件）

1,032 1,169

昭和４０年度開始。
交付申請により、従来の紙による建築確認台帳の
記載事項及び現在データを管理している建築確
認支援システムを検索し、建築確認記載事項証
明書を発行する。

0 0.00 ― ― ―

0 3,110

3,110 0.50

0 240

建築関係諸証明事務 建築課

Ｈ２４ 350 2,760 3,350

19,951

新規手帳交付件数
(件)

995 993
 身体に障害のある方が、身体障害者福祉法に定
める障害に該当すると認められた場合に、本人（１
５歳未満の場合は保護者）の申請に基づき交付さ
れる。
　区は、身体障害者手帳交付申請書を受け付け、
内容・添付書類を点検し、東京都へ送付する。ま
た、身体障害者手帳を交付し、住所移動・手帳再
交付・手帳返還などの届け出を受け付ける。
　相談の内容に応じて手帳交付申請や福祉施策
の申請の助言を行う。

0 0.00 ― ― ―

0 15,800

15,800 2.00

2,411 1,600

身障者手帳交付・相談事務 障害福祉課

Ｈ２４ 0 18,211 19,811
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性質区分【台帳管理・交付】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

868

道路台帳閲覧・幅員証
明書等発行件数（件）

6,915 7,720

昭和32年度開始。
①【道路台帳閲覧及び交付】
　道路法により定められた道路台帳の閲覧業務
等を行う。必要に応じて、台帳の見方を指導する。
②【幅員証明等】
　特別区道の幅員証明・管理の幅員証明・特別区
道の認定済み証明・土地境界図の閲覧及び証明
を行う。（手数料　閲覧100円/件、証明300円/件）

4,320 1.60 ― ― ―

5,900

1,580 0.20

0 800

道路境界関係証明等事務 道路管理課

Ｈ２４ 0 5,900 6,700

4,712

住居番号付定件数
（件）

1,456 1,578

昭和３８年度開始。
区に確認申請をした建物は、確認済証の交付時
に住居表示板を交付する。民間機関に確認申請
した建物は、新築届の届により住居番号を付定し
住居表示板を交付する。
住居表示板、住居表示案内板の修繕等の維持管
理。
住居表示実施に伴う新旧住居表示の証明。

― ― ―

476 6,320

6,320 0.80

0 640

住居表示事業 建築課

Ｈ２４ 0 6,796 7,436
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性質区分【台帳管理・交付】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

11,339

区民対応件数（件） 6,340 6,745①夜間休日窓口受付として、戸籍の届出受付、埋
葬許可証の交付、電話予約による住民票・印鑑証
明書・住民税各証明書の交付、等を行う。②電話
連絡または来庁した区民のために、疑問・要望に
対して案内し、また所管する担当者に対しその内
容を引き継ぐ。緊急に区の対応が必要な場合であ
れば、所管担当者あてにその時点で連絡し対応
依頼する。③庁舎内外の警備巡回業務及び庁舎
に入退出する者の確認と入退出者名簿管理を行
う④小中学校の機械警備時間中に異常が発生し
たとき、警備会社や警察等との連絡調整を行い、
緊急時には教育委員会の指示により直接対応す
る。⑤その他

2,800 1.00 ― ― ―

384 69,700

66,900 9.00

0 6,400

夜間・休日窓口受付業務 総務課

Ｈ２４ 0 70,084 76,484

70,055,319

道路台帳平面図補正
面積（ｋ㎡）

0.12 0.47
昭和53年度開始。
　道路管理者は、道路法により、道路台帳の保管
を義務付けられている。また、道路法施行規則に
より、道路台帳は調書及び図面により組成され、
その記載事項に変更があった場合は、すみやか
に訂正することを求められている。
　本事業は、現在保管している道路台帳について
すみやかな補正を行い、区民が求める道路情報
について最新のものに更新するものである。

0 0.00 ― ― ―

25,966 6,320

6,320 0,80

0 640

道路台帳補正委託 道路管理課

Ｈ２４ 0 32,286 32,926
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性質区分【台帳管理・交付】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

5,170

印鑑登録等件数（件） 9,108 9,287

① 飾区印鑑条例に基づき、適正な印鑑登録等
を行う。
②印鑑登録証明書の発行を行う。 1,680 0.60 証明書交付件数（件） 48,185 48,796

1,432 21,725

20,045 2.75

22,975 1,880

印鑑登録事務 戸籍住民課

Ｈ２４ 41,347 4,785 48,012

3,947

戸籍届出・記載処理・
附票通知処理及び相
続税法通知（件）

57,387 57,703

①戸籍法に基づき、戸籍に係る届出を受付け、日
本国民の身分を公証する台帳を記載し編製する。
②戸籍証明書等の発行を行う。 0 0.00

戸籍証明（謄抄本等）
発行及び身分照会
（件）

122,146 123,566

34,732 133,905

133,905 16.95

45,535 13,560

戸籍事務 戸籍住民課

Ｈ２４ 56,795 157,377 227,732

209

課税・納税証明書発行
数（件）

75,646 83,329

課税・納税証明書の申請や官公署からの各種照
会に対して正確・迅速に発行・回答する事業

0 0.00 税照会回答件数（件） 35,024 32,864

198 7,870

7,870 1.06

8,577 752

税証明発行事務 税務課

Ｈ２４ 25,134 -8,489 17,397
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性質区分【台帳管理・交付】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

1,120

各種申請受付・交付等
件数（件）

406,576 412,160
・区民事務所、区民サービスコーナーの来所者に
対し、各種届出・申請の受付・相談、証明書の発
行等を行う。
　①住民基本台帳事務　②印鑑登録事務
　③戸籍事務　④その他届出　⑤税等の収納
　開所時間　９時～17時
　毎週水曜日は19時まで

8,400 3.00 税等収納件数（件） 49,018 44,151

9,702 413,500

405,100 55.00

0 38,400

区民事務所管理運営 戸籍住民課

Ｈ２４ 0 423,202 461,602

4,533

異動処理件数（転入・
転居・転出・世帯変更・
職権・９条２項・総合窓
口関係）（件）

50,482 56,211

①住民基本台帳法に基づき、正確な住民記録を
行い管理する。
②住民票の写し等の発行を行う。 6,720 2.40

住民票交付等件数（住
民票・記載事項証明・
不在住証明・閲覧・住
基カード・個人認証）
（件）

128,507 133,139

27,993 158,000

151,280 20.00

54,081 14,720

住民基本台帳記録事務 戸籍住民課

Ｈ２４ 68,082 171,992 254,794
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性質区分【賦課・徴収】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

一般事務（国民健康保険） 国保年金課

Ｈ２４ 143,164 279,529 451,973 126,215 291,940

289,140 36.60

4,538 29,280 5,400

加入世帯数（年度平
均）（世帯）

84,789 83,702

・国民健康保険資格の取得・喪失等の各種届出を
受理し被保険者証を交付するとともに資格の適正
管理を行う。また、７０歳～７４歳の方に高齢受給
者証を交付する。
・被保険者数及び所得・住民税額を把握して保険
料を決定し、収納管理する。収納率向上対策とし 2,800 1.00 口座振替加入率（％） 37.96 37.62料を決定し、収納管理する。収納率向 対策とし
て、口座振替の勧奨、休日納付相談（年４回）、短
期証の発行等を実施している。

2,800 1.00 口座振替加入率（％） 37.96 37.62

一般事務（後期高齢者医療
事業）

国保年金課

Ｈ２４ 126,991 182,908 319,819 211,939 97,960

97,960 12.40

0 9,920 6,859

被保険者数（年度平
均）（人）

44,886 46,628

・資格の取得・喪失等に係る各種届出の受付、被
保険者証の引渡し・回収
・保険料徴収及び保険料額に係る通知書の引渡
し等
・保険給付に係る各種届出受付、葬祭費支給等
・収納率向上対策として、口座振替の勧奨、休日
納付相談（年４回）、短期証の引渡し等を実施して
いる。

0 0.00 口座振替加入率（％） 88.66 88.89
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性質区分【賦課・徴収】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

一般事務（介護保険） 介護保険課

Ｈ２４ 0 75,526 79,366 31,106 44,420

41,620 5.80

0 3,840 13,523

介護保険料収納額（百
万）

4,243 5,869

平成12年度より事業開始。
・65才以上（第１号被保険者）の資格を管理し、被
保険者証を発行する。
・第１号被保険者の介護保険料は、世帯や所得の
状況に応じて１５段階に分ける。
・介護保険条例及び特別会計の管理、統計処理 2,800 1.00

介護保険料収納率
（％）

93.18 94.22

26

延べ販売件数（件） 960,884 902,316

粗大ごみ・事業系ごみの排出者について、出すご
みの量に応じた手数料を支払うことで公平な費用
負担を確保する。取扱所については、引き続きご
み処理券の交付・廃棄物処理手数料の納付等の
事務を適正に行う。

0 0.00 取扱所数（所） 292 293

14,610 7,900

7,900 1.00

0 800

有料ごみ処理券販売 清掃事務所

Ｈ２４ 208,749 -186,239 23,310

介護保険条例及び特別会計の管理、統計処理
等を行う。

（％）
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性質区分【賦課・徴収】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

1,134,870

口座振替加入率（％）
（口座振替加入数（件））

徴収嘱託員徴収金額
（千円）

①行革実行プログラム及び毎年度の収納対策実
施計画の進行管理や各債権主管課との連携した
歳入の確保
②各債権の徴収業務を行う徴収嘱託員に関する
事務及び管理
③口座振替全般の取りまとめ

41.70

0 0.00

4,505 39,500

42.30

0 4,000

86,919 89,107

685,986 701,879

39,500 5.00

債権管理事務 収納対策課

Ｈ２４ 1 44,004 48,005

差押処分に係る収入
金額（千円）

146,358 159,471

106,650 13.50

583

収納金額（区民税、国
民健康保険料、保育
料等）(千円）

357,602 381,933

0

滞納整理事務 収納対策課

Ｈ２４ 689 211,130 222,619

0.00

①主管課から引き継いだ各債権（滞納繰越分）の
滞納整理
②債権管理条例に基づく債権の適正な管理等

105,169 106,650 0 10,800
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性質区分【賦課・徴収】

人

平成25年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)

(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容
直接

事業費
職員

人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位） Ｈ２３ Ｈ２４
千円 人

再雇用
千円

1,070

都民税・特別区民税申
告者数（人）

359,140 362,508

都民税・特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ
税、入湯税において財源の確保、税負担の公平
性の観点から課税対象や客体を的確に補足し、
正確・迅速に賦課する事業 0 0 00

勧奨申告書発送件数
申告者数

13 745 12 785

77,249 261,810

261,810 34.14

22,934 25,808

賦課（都民税・特別区民税、
軽自動車税、特別区たばこ
税、入湯税）

税務課

Ｈ２４ 52,740 309,253 387,801

934

普通徴収・現年度分収
納件数（件）

287,316 286,894

都民税・特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ
税、入湯税において財源の確保、税負担の公平
性の観点から納期内納付を確保し、未納者・滞納
者に対しては滞納処分する事業 0 0.00

特別徴収・現年度分収
納件数（件）

445,887 443,893

42,092 189,640

189,640 25.60

18,170 18,080

徴収（都民税・特別区民税、
軽自動車税、特別区たばこ
税、入湯税）

税務課

Ｈ２４ 28,696 221,206 267,982

正確・迅速に賦課する事業 0 0.00
［未申告者数］（件）

13,745 12,785
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